
 

厚木市厚木地区私立幼稚園協会研究・研修事業補助金交付要綱 

  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、幼児教育の振興及び教職員の資質の向上を図るため、厚木地区私立

幼稚園協会研究・研修事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについ

て、厚木市補助金等交付規則（昭和45年厚木市規則第５号）に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

（補助対象） 

第２条 この補助金は、学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づき設置された私立幼稚

園で構成する厚木地区私立幼稚園協会（以下「協会」という。）に対し、交付するも

のとする。 

（補助対象経費及び補助額） 

第３条 補助の対象となる経費は、幼児教育の研究及び教職員研修の充実に係る経費とす

る。 

２ 補助金の額は、毎年度予算の範囲内において市長が定める。ただし、前項に規定する

対象経費として実際に要した額を限度とする。 

（補助金の申請） 

第４条 協会の代表者は、補助金の交付を受けようとするときは、厚木地区私立幼稚園協

会研究・研修事業補助金交付申請書に、次の各号に掲げる書類を添えて、市長に申請し

なければならない。 

 (1) 事業計画書 

 (2) 収支予算書 

 (3) 補助金交付対象年度の役員名簿 

（補助金の交付決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、内容を審査し、適当と認めると

きは、厚木地区私立幼稚園協会研究・研修事業補助金交付決定通知書により、協会の代

表者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第６条 補助金の交付決定通知を受けた協会の代表者は、請求書により市長に請求しなけれ

ばならない。 

（変更の届出） 

第７条 役員、会員数等に変更が生じたときは、速やかに文書によりその旨を市長に届け

出るものとする。 

（実績報告） 

第８条 補助金の交付を受けた協会は、当該事業が完了したときは、厚木地区私立幼稚園 

協会研究・研修事業補助金実績報告書に次に掲げる書類を添えて、市長に報告しなけ

ればならない。 

(1) 事業報告書 

 (2) 収支決算書 



 

（補助金の返還） 

第９条 市長は、協会が偽りその他不正の行為により補助金の交付を受けたときは、補助

金の交付決定を取り消し、又は変更し、既に交付した補助金の全部又は一部を返還さ

せることができる。 

（立入検査等） 

第10条 市長は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けた協会に対し、報告を

求め、指導又は助言をすることができるほか、立入検査等を実施することができる。 

（書類の整備等） 

第11条 補助金の交付を受けた協会は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿

を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備し、及び保管するものと

する。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業が完了した日の属する市の会計年

度の翌年度から５年間保存するものとする。 

 

附 則 

 この要綱は、平成16年11月４日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年５月17日から施行する。 

 


